
【様式２】

(府省名：農林水産省）

氏名並びにその所属する部局
の名称

所在地 商号または名称 住所

1 農林水産省へのサイバー攻撃
に関する調査の支援・助言業
務

支出負担行為担当官　農林水
産省大臣官房経理課長　長谷
川　博章

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

H25.1.18 弁護士　有田　知
徳

東京都千
代田区丸
の内２－２
－２

会計法第２９条の３
第４項（特定情報）

－ 5,000,000 － － 調査委員会の委員であり、検事の経験もあ
る、有田弁護士が調査委員会での過程等も
熟知した上で、迅速、かつ、適確に対応でき
る者であるため（財務大臣通知１（２）①の
二（ヘ）に該当するため。）

①ﾆ(ﾍ) 単価契約

2 農林水産本省入退館管理シス
テム等更新業務

支出負担行為担当官　農林水
産省大臣官房経理課長　長谷
川　博章

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

H25.2.1 エヌ・ティ・ティ・コ
ミュニケーションズ
株式会社

東京都千
代田区内
幸町１－１
－６

会計法第２９条の３
第４項（特定情報）

－ 24,650,136 － － 鍵管理システムと入退館システムに稼動に
使用するソフトウェアがNTTコミュニケーショ
ンズが独自に開発したものであるため

①ﾆ(ﾍ) －

3 会議用机外の購入 支出負担行為担当官　農林水
産省大臣官房経理課長　長谷
川　博章

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

H25.3.22 株式会社秋山商会 東京都中
央区東日
本橋２－１
３－５

会計法第２９条の３
第４項（緊急随意契
約）

－ 4,642,050 － 0 4/1付け人事異動に伴い新設する幹部の執
務室に必要な什器を緊急に購入する必要
が生じたため。

③ｲ －

4 平成２５年度一般会計暫定予
算書外の印刷製造

支出負担行為担当官　農林水
産省大臣官房経理課長　長谷
川博章

千代田区霞が
関１－２－１

H25.3.26 独立行政法人国立
印刷局

港区虎ノ門
２－２－４

会計法第２９条の３
第４項（官報等の印
刷等）

－ 3,038,899 － － 予算書の印刷製造を行っているのは独立
行政法人国立印刷局以外になく、競争を許
さないため（財務大臣通知１(２)①のハに該
当するため）

①ﾊ －

5 輸入米穀に含まれる鉛検査
業務

食料安定供給特別会計支出
負担行為担当官　農林水産省
生産局長 佐藤一雄

東京都千代田
区霞が関1-2-1

H25.2.19 一般財団法人　日
本穀物検定協会

東京都中
央区日本
橋兜町15-
6

会計法第２９条の３
第４項（緊急随意契
約）

－ 12,600/１検
体当たり

－ 3 輸入米穀の重金属汚染状況を緊急に調査
する必要があり、多数の試料の分析を行え
る複数の分析機関に依頼せざるを得ないた
め

③ｲ 単価契約

6 輸入米穀に含まれる鉛検査
業務

食料安定供給特別会計支出
負担行為担当官　農林水産省
生産局長 佐藤一雄

東京都千代田
区霞が関1-2-1

H25.2.19 財団法人　日本食
品分析センター

東京都渋
谷区元
代々木52
－1

会計法第２９条の３
第４項（緊急随意契
約）

－ 21,000/１検
体当たり

－ 1 輸入米穀の重金属汚染状況を緊急に調査
する必要があり、多数の試料の分析を行え
る複数の分析機関に依頼せざるを得ないた
め

③ｲ 単価契約

7 南極海鯨類捕獲調査の安全対
策業務に従事する船舶の燃油
契約

支出負担行為担当官　水産庁
長官　本川一善

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

H25.1.8 共同船舶株式会社 東京都中
央区豊海
町４番５号

予決令第９９条第１
号（秘密随意契約）

－ － － － 南極海鯨類捕獲調査の安全対策業務を円
滑かつ的確に遂行し、調査の安全か実施を
確保する観点からその内容を秘密にする必
要があるため

③ﾊ 単価契約

8 亘理・山元農地海岸特定災害
復旧事業鐙川防潮樋門復旧工
事に伴う土地使用補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.1.7 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

9 亘理・山元農地海岸特定災害
復旧事業鐙川防潮樋門復旧工
事に伴う土地使用補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.1.7 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

平成２５年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないもの

番号 契約名称及び内容
契約担当官等

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない理由
随意契約によらざるを得
ない場合とした財務大臣
通知上の根拠区分

備　　考契約締結日
契約の相手方 随意契約によること

とした会計法令の根
拠条文及び理由

予定価格 契約金額 落札率
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10 仙台東特定災害復旧事業大学
堀排水路復旧工事に伴う電気
通信線路設備移転工事費用補
償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.1.18 東日本電信電話株
式会社　宮城支店

仙台市若
林区五橋
3-2-1

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

11 岩木川左岸（二期）農業水利事
業　土淵堰用水路第四工区（そ
の４）工事に伴う水道施設移設
補償契約金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局津軽農業水利事務
所長　廣瀬　峰生

青森県つがる
市木造萩野18-
7

H25.1.23 弘前市上下水道事
業　弘前市長　葛
西　憲之

青森県弘
前市大字
茂森長４０
－１

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施行する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

12 亘理山元特定災害復旧事業橋
本堀排水路災害復旧工事に伴
う電気工作物移転補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.1.23 東北電力株式会社
宮城支店

仙台市青
葉区中央
4-6-1

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

13 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.5 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

14 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.5 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

15 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.5 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

16 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.5 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

17 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.5 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

18 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.5 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－
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19 仙台東特定災害復旧事業　高
砂南部導水路他工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.5 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

20 仙台東特定災害復旧事業　高
砂南部導水路他工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.5 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

21 仙台東特定災害復旧事業　高
砂南部導水路他工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.5 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

22 仙台東特定災害復旧事業　高
砂南部導水路他工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.5 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

23 仙台東特定災害復旧事業　高
砂南部導水路他工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.5 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

24 仙台東特定災害復旧事業　高
砂南部導水路他工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.5 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

25 岩木川左岸（二期）農業水利事
業　左岸幹線用水路浜の町区
間（その２）工事に伴う電気通
信設備移転等工事費用補償金

分任支出負担行為担当官　津
軽農業水利事務所長　廣瀬
峰生

青森県つがる
市木造萩野18-
7

H25.2.13 東日本電信電話株
式会社　青森支店

青森県青
森市橋本２
－１－６

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施行する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

26 猿ヶ石川農業水利事業　中央
幹線用水路に係る土地売買代
金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局和賀中部農業水利
事業所長　浅田　務

岩手県北上市
和賀町長沼6-
131-1

H25.2.13 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共工事を施工する際の権利の取得及び
損失補償に対する契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者と契約と
なることから、場所及び契約相手方が限定
されるものであるため

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

27 猿ヶ石川農業水利事業　中央
幹線用水路に係る土地売買代
金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局和賀中部農業水利
事業所長　浅田　務

岩手県北上市
和賀町長沼6-
131-1

H25.2.21 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共工事を施工する際の権利の取得及び
損失補償に対する契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者と契約と
なることから、場所及び契約相手方が限定
されるものであるため

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－
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28 亘理山元特定災害復旧事業
落し堀排水路災害復旧（その
１）工事に伴う電気工作物移転
補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.21 東北電力株式会社
宮城支店

仙台市青
葉区中央
4-6-1

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

29 仙台東特定災害復旧事業　高
砂南部排水機場復旧工事に伴
う土地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.22 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

30 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.22 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

31 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.22 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

32 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.22 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

33 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.22 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

34 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.22 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

35 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.22 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

36 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.22 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－
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37 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.22 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

38 仙台東特定災害復旧事業　二
郷堀導水路建設工事に伴う土
地代金相当額補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.22 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

39 亘理山元特定災害復旧事業
大畑浜排水機場災害復旧工事
に伴う土地売買代金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.22 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

40 定川特定災害復旧事業　中区
第二排水機場復旧工事に伴う
土地売買代金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.2.25 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

41 仙台東特定災害復旧事業　大
学堀排水路復旧工事に伴う土
地使用補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.3.29 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

42 名取川特定災害復旧事業　閖
上排水機場災害復旧工事に伴
う土地使用補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.3.29 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

43 名取川特定災害復旧事業　藤
曽根排水機場災害復旧工事に
伴う土地使用補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.3.29 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

44 名取川特定災害復旧事業　貞
山堀防潮樋門工事等に伴う土
地使用補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.3.29 東北分譲住宅販売
株式会社

仙台市青
葉区中央
一丁目3-1

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

45 名取川特定災害復旧事業　寺
野排水機場災害復旧工事に伴
う土地使用補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.3.29 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－
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46 名取川特定災害復旧事業　葉
の木堀排水路災害復旧（その
１）工事に伴う土地使用補償金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局仙台東土地改良建
設事業所長　赤倉正弘

仙台市宮城野
区五輪1-3-20

H25.3.29 学校法人日本コン
ピュータ学園

仙台市青
葉区花京
院一丁目
3-1

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施工する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
となることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

47 南部幹線用水路その36工事に
係る費用負担金
一式

分任支出負担行為担当官　関
東農政局両総農業水利事業
所長　播磨　宗治

千葉県東金市
松之郷2333

H25.1.7 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う補償に関して契約を
行うもので、工事に必要となる契約であり、
場所及び契約相手方が特定されるものであ
るため、随意契約を行うものである

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

48 神流川沿岸農業水利事業　児
玉幹線水路工事に係る区分地
上権の変更に伴う対価

分任支出負担行為担当官　関
東農政局神流川沿岸農業水
利事業所長　志野　尚司

埼玉県本庄市
北堀1700-2

H25.2.1 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － 0 土地改良財産である地下工作物保護のた
め、土地所有者と区分地上権設定契約を結
ぶものであり、契約の相手方が特定される
ものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

49 南郷支線旧用水路撤去工事に
係る損失補償
一式

分任支出負担行為担当官　関
東農政局両総農業水利事業
所長　播磨　宗治

千葉県東金市
松之郷2333

H25.2.21 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う補償に関して契約を
行うもので、工事に必要となる契約であり、
場所及び契約相手方が特定されるものであ
るため、随意契約を行うものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

50 神流川沿岸農業水利事業　児
玉幹線水路工事に係る区分地
上権の変更に伴う対価

分任支出負担行為担当官　関
東農政局神流川沿岸農業水
利事業所長　志野　尚司

埼玉県本庄市
北堀1700-2

H25.2.25 埼玉県本庄市 埼玉県本
庄市本庄
3-5-3

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － 0 土地改良財産である地下工作物保護のた
め、土地所有者と区分地上権設定契約を結
ぶものであり、契約の相手方が特定される
ものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

51 芝原2号用水路工事に伴う建物
等修復費用負担
一件

分任支出負担行為担当官　北
陸農政局九頭竜川下流農業
水利事業所長　小澤與宏

福井県坂井市
丸岡町愛宕2番

H25.1.24 三谷興産株式会社 福井県福
井市高柳
町32字37-
1

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,238,402 － － 公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

52 岸渡排水路工事に伴う土地取
得
田　584.43㎡

分任支出負担行為担当官　北
陸農政局庄川左岸農地防災
事業所長　大谷　寛

富山県砺波市
幸町8番20号

H25.1.29 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 4,441,668 － － 公共事業の施行に伴う権利取得に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

53 岸渡排水路工事に伴う土地取
得
田　415.53㎡

分任支出負担行為担当官　北
陸農政局庄川左岸農地防災
事業所長　大谷　寛

富山県砺波市
幸町8番20号

H25.1.29 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 3,158,028 － － 公共事業の施行に伴う権利取得に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

54 岸渡排水路工事に伴う土地取
得
田　223.22㎡

分任支出負担行為担当官　北
陸農政局庄川左岸農地防災
事業所長　大谷　寛

富山県砺波市
幸町8番20号

H25.1.29 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,696,472 － － 公共事業の施行に伴う権利取得に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

55 岸渡排水路工事に伴う土地取
得相当額補償
田　194.33㎡

分任支出負担行為担当官　北
陸農政局庄川左岸農地防災
事業所長　大谷　寛

富山県砺波市
幸町8番20号

H25.1.29 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,476,908 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関する
契約であり、工事の施行に必要な土地の権
利取得に際し、その対償として必要な土地
の権利者と行う契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－
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56 岸渡排水路工事に係る土地取
得

支出負担行為担当官　北陸農
政局長　齊藤　政満

石川県金沢市
広坂２－２－６０

H25.1.30 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 12,067,052 － － 公共事業の施行に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契
約相手方が特定されるため

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

57 春江北部用水路工事施行に伴
う上水道管の移設（本移設）補
償
一件

分任支出負担行為担当官　北
陸農政局九頭竜川下流農業
水利事業所長　小澤與宏

福井県坂井市
丸岡町愛宕2番

H25.2.19 坂井市 福井県坂
井市坂井
町下新庄
第1号1番
地

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,705,027 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるため

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

58 荒又排水路（福岡工区）その
３、その４工事の施行に伴う支
障電気通信設備の移設補償
電気通信設備　１式

分任支出負担行為担当官　北
陸農政局庄川左岸農地防災
事業所長　大谷　寛

富山県砺波市
幸町8番20号

H25.2.19 日本電信電話株式
会社　富山支店

富山市東
田地方1-
1-30

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,177,703 － － 公共工事の施行に起因し不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

59 外山ダム建設工事に係る水道
施設の移転に伴う補償

支出負担行為担当官　北陸農
政局長　齊藤　政満

石川県金沢市
広坂２－２－６０

H25.2.26 佐渡市長　甲斐
元也

新潟県佐
渡市千種２
３２

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 17,520,383 － － 公共工事の施行に起因し不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

60 荒又排水路（福岡工区その３、
その４）工事の施行に伴う支障
電気通信設備の移設補償
電気通信設備　通信線　１式

分任支出負担行為担当官　北
陸農政局庄川左岸農地防災
事業所長　大谷　寛

富山県砺波市
幸町8番20号

H25.3.6 高岡ケーブルネット
ワーク株式会社

富山県高
岡市昭和
町１－２－
１０

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 2,263,000 － － 公共工事の施行に起因し不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

61 宮川用水第二期地区　併設用
水路その1工事施工に伴う損失
補償1式

分任支出負担行為担当官　東
海農政局宮川用水第二期農
業水利事業所長　丹羽　啓文

三重県伊勢市
御薗町新開892

H25.1.29 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施行する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
であることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

62 西濃用水第二期地区西部幹線
水路岡島頭首工工事に係る土
地使用補償金

分任支出負担行為担当官　東
海農政局西濃用水第二期農
業水利事業所長　堤　寛治

岐阜県大垣市
藤江町2-128

H25.1.31 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施行する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
であることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

63 宮川用水第二期農業水利事業
斎宮調整池建設工事に伴う事
業損失　一式

支出負担行為担当官　東海農
政局長　森　多可志

名古屋市中区
三の丸1-2-2

H25.2.7 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施行する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
であることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

64 宮川用水第二期農業水利事業
斎宮調整池建設工事等によっ
て造成された環境保全林の引
渡しに伴う損失補償　一式

支出負担行為担当官　東海農
政局長　森　多可志

名古屋市中区
三の丸1-2-2

H25.2.7 明和町長中井幸充 三重県多
気郡明和
町大字馬
之上945

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施行する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
であることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－
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ない場合とした財務大臣
通知上の根拠区分

備　　考契約締結日
契約の相手方 随意契約によること

とした会計法令の根
拠条文及び理由

予定価格 契約金額 落札率

65 西濃用水第二期地区西部幹線
水路橋爪サイホン区分地上権
設定対価

分任支出負担行為担当官　東
海農政局西濃用水第二期農
業水利事業所長　堤　寛治

岐阜県大垣市
藤江町2-128

H25.3.6 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業を施行する際の権利の取得及び
損失補償等に対して契約を行うものであり、
工事に必要となる土地等の権利者との契約
であることから、場所及び契約相手方が限
定されるものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

66 第二十津川紀の川農業水利事
業　津風呂ダム周辺道路工事
に伴う損失補償契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.1.11 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失に関して契約を
行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約の相
手方が特定されており、競争が許されない
ため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

67 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）紀伊平野藤崎井水路
(山口西工区)改修工事に伴う
損失補償契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.1.28 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失に関して契約を
行うものであり、工事に必要となる土地等の
権利者との契約であり、場所及び契約の相
手方が特定されており、競争が許されない
ため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

68 10～12月分事務所維持管理費
（大和紀伊）
１式

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.1.28 大和平野土地改良
区

奈良県橿
原市城殿
町４５９

会計法第２９条の３
第４項（賃貸借契約）

2,220,350 2,220,350 100.0% － 当該場所でなければ行政事務を行うことが
不可能であることから場所が限定され、供
給者が一に特定される賃貸借に付随する
分担金であるため随意契約を行うものであ
る。

①ﾛ －

69 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）紀伊平野藤崎井水路岩
出工区その３改修工事に伴う
区分地上権設定補償契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９番
地

H25.2.6 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う権利設定に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
の相手方が特定されており、競争が許され
ないため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

70 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）紀伊平野藤崎井水路岩
出工区その３改修工事に伴う
区分地上権設定補償契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９番
地

H25.2.6 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う権利設定に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
の相手方が特定されており、競争が許され
ないため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

71 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）紀伊平野藤崎井水路弘
西その２改修工事に伴う区分
地上権設定補償契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９番
地

H25.2.6 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う権利設定に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
の相手方が特定されており、競争が許され
ないため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

72 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）紀伊平野紀の川左岸幹
線水路その８改修工事に伴う
電気設備の移転補償契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９番
地

H25.2.14 関西電力株式会社
和歌山営業所

和歌山県
和歌山市
岡山丁４０

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－



(府省名：農林水産省）

氏名並びにその所属する部局
の名称

所在地 商号または名称 住所
番号 契約名称及び内容

契約担当官等
再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない理由
随意契約によらざるを得
ない場合とした財務大臣
通知上の根拠区分

備　　考契約締結日
契約の相手方 随意契約によること

とした会計法令の根
拠条文及び理由

予定価格 契約金額 落札率

73 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）紀伊平野山田ダム水路
(左岸)岸宮工区その２改修工
事に伴う区分地上権設定補償
契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.3.4 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う権利設定に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
の相手方が特定されており、競争が許され
ないため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

74 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）紀伊平野山田ダム水路
(左岸)岸宮工区その3改修工事
に伴う区分地上権設定補償契
約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.3.4 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う権利設定に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
の相手方が特定されており、競争が許され
ないため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

75 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）紀伊平野六箇井幹線水
路その5他改修工事に伴う電気
設備移転補償契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.3.5 関西電力株式会社
和歌山営業所

和歌山県
和歌山市
岡山丁４０

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

76 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）紀伊平野六箇井幹線水
路その5他改修工事に伴う電気
設備移転補償契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.3.18 西日本電信電話株
式会社和歌山支店

和歌山県
和歌山市
一番丁５番
地

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

77 大和紀伊平野農業水利事業
（一期）紀伊平野小田井連絡水
路高野口工区その5改修工事
に伴う土地使用補償契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.3.27 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う土地使用に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
の相手方が特定されており、競争が許され
ないため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

78 大和紀伊平野農業水利事業
（一期）大和平野国営西部幹線
水路馬見サイホン旧管撤去工
事に伴う水道施設の機能回復
補償契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.3.27 香芝市長 奈良県香
芝市本町
1397

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

79 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）大和平野団体営金剛工
区北窪佐味線その2他改修工
事に伴う水道施設の機能回復
補償契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.3.27 御所市長 奈良県御
所市1番地
の3

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

80 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）大和平野県営飛鳥工区
第2号幹線(右岸)その6改修工
事に伴う水道施設の機能回復
補償契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.3.28 橿原市上水道事業
管理者

 奈良県橿
原市八木
町1-1-18

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－



(府省名：農林水産省）

氏名並びにその所属する部局
の名称

所在地 商号または名称 住所
番号 契約名称及び内容

契約担当官等
再就職の
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随意契約によらざるを得
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備　　考契約締結日
契約の相手方 随意契約によること

とした会計法令の根
拠条文及び理由
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81 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）大和紀伊平野地区土地
改良事業大和平野農業用用水
施設改修工事に伴う損失補償
契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.3.29 大和平野土地改良
区

奈良県橿
原市城殿
町４５９

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

82 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）大和平野団体営曽我川
工区広陵線その2改修工事に
伴う水道施設の移設補償契約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.3.29 広陵町水道事業管
理者

 奈良県北
葛城郡広
陵町大字
南郷583番
地1

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

83 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）大和平野団体営北葛城
3号工区高田川末端線その6改
修工事に伴う水道施設の機能
回復補償

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.3.29 広陵町水道事業管
理者

 奈良県北
葛城郡広
陵町大字
南郷583番
地1

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

84 大和紀伊平野農業水利事業
（二期）大和平野団体営御所工
区奥田線その４改修工事に伴
う水道施設の機能回復補償契
約

分任支出負担行為担当官　近
畿農政局大和紀伊平野農業
水利事務所長　岩田勝男

奈良県橿原市
城殿町４５９

H25.3.29 大和高田市水道事
業管理者

奈良県大
和高田市
大字大中１
００－１

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約
であり、場所及び契約相手方が特定される
ため、随意契約をおこなうものである。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

85 東部幹線水路（今切川サイホ
ン）工事に伴う区分地上権設定
代金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局四国東部農地
防災事務所長　石川　佳市

徳島県板野郡
板野町川端字
庄境２-１

H25.1.17 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,960,770 － － 公共事業の施行に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契
約相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

86 斐伊川沿岸農業水利事業　右
岸高瀬揚水機場遊水池工事に
係る土地売買代金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局斐伊川沿岸農
業水利事業所長　宗岡　一正

島根県出雲市
斐川町荘原１０
５

H25.1.21 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 8,814,300 － － 事業に係る土地売買契約であり、場所及び
相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

87 香川用水土器川沿岸農業水利
事業　飯野幹線水路（下流）改
修工事に伴う補償金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局香川用水土器
川沿岸農業水利事業所長　本
間　新哉

香川県丸亀市
飯山町川原
1114-1　飯山市
民総合センター
3F

H25.1.22 丸亀市土地改良区 香川県丸
亀市大手
町二丁目３
番１号

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 4,607,332 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

88 那賀川（二期）農地防災事業
北岸幹線水路（その７）工事に
伴う費用負担代金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局那賀川農地防
災事業所長　金光　譲二

徳島県阿南市
日開野町西居
内４５６

H25.1.31 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,801,087 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる土地等
の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

89 南周防農地整備事業　阿月団
地区画整理工事に伴う補償代
金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局南周防農地整
備事業所長　菊池　由則

山口県熊毛郡
田布施町大字
波野585-1

H25.2.7 中国電力株式会社
柳井営業所

山口県柳
井市古開
作字東条
685-11

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,335,117 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる土地等
の権利者との契約のため、場所及び契約相
手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

90 香川用水土器川沿岸農業水利
事業　小津守池水路改修工事
に伴う補償金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局香川用水土器
川沿岸農業水利事業所長　本
間　新哉

香川県丸亀市
飯山町川原
1114-1　飯山市
民総合センター
3Ｆ

H25.3.15 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 2,951,300 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－
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91 香川用水農業水利事業　和田
支線水路改修（その５）工事に
伴う補償金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局香川用水土器
川沿岸農業水利事業所長　本
間　新哉

香川県丸亀市
飯山町川原
1114-1　飯山市
民総合センター
3Ｆ

H25.3.19 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,336,620 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

92 香川用水農業水利事業　和田
支線水路改修（その５）工事に
伴う補償金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局香川用水土器
川沿岸農業水利事業所長　本
間　新哉

香川県丸亀市
飯山町川原
1114-1　飯山市
民総合センター
3Ｆ

H25.3.19 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,101,000 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

93 北部幹線水路（桧工区）原形復
旧その2工事に伴う補償代金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局四国東部農地
防災事務所長　石川　佳市

徳島県板野郡
板野町川端字
庄境2-1

H25.3.25 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,344,834 － － 公共事業の施行に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契
約相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

94 北部幹線水路（桧工区）原形復
旧その2工事に伴う補償代金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局四国東部農地
防災事務所長　石川　佳市

徳島県板野郡
板野町川端字
庄境2-1

H25.3.25 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,532,562 － － 公共事業の施行に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契
約相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

95 香川用水農業水利事業　東部
幹線水路春日川サイホン改修
工事に伴う補償金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局香川用水土器
川沿岸農業水利事業所長　本
間　新哉

香川県丸亀市
飯山町川原
1114-1　飯山市
民総合センター
3Ｆ

H25.3.25 四国電力株式会社
高松支店

香川県高
松市亀井
町７番地９

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,303,391 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

96 柿原取水口等に係る工事に伴
う補償代金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局四国東部農地
防災事務所長　石川　佳市

徳島県板野郡
板野町川端字
庄境2-1

H25.3.26 板名用水土地改良
区

徳島県板
野郡上板
町高瀬４０
５－５

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 2,465,268 － － 公共事業の施行に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契
約相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

97 柿原取水口沈砂地その３他工
事に伴う補償代金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局四国東部農地
防災事務所長　石川　佳市

徳島県板野郡
板野町川端字
庄境2-1

H25.3.26 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,000,954 － － 公共事業の施行に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契
約相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

98 北部幹線水路（大寺工区その
５）工事外に係る補償代金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局四国東部農地
防災事務所長　石川　佳市

徳島県板野郡
板野町川端字
庄境2-1

H25.3.27 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,049,382 － － 公共事業の施行に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契
約相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

99 南部幹線水路（乙瀬工区その
３）建設工事に係る補償代金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局四国東部農地
防災事務所長　石川　佳市

徳島県板野郡
板野町川端字
庄境2-1

H25.3.27 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,271,917 － － 公共事業の施行に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契
約相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

100 南部幹線水路（乙瀬工区その
３）建設工事に係る補償代金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局四国東部農地
防災事務所長　石川　佳市

徳島県板野郡
板野町川端字
庄境2-1

H25.3.27 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 1,752,750 － － 公共事業の施行に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契
約相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－
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101 香川用水土器川沿岸農業水利
事業　丸亀幹線水路改修（その
２）工事に伴う補償金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局香川用水土器
川沿岸農業水利事業所長　本
間　新哉

香川県丸亀市
飯山町川原
1114-1　飯山市
民総合センター
3Ｆ

H25.3.27 まんのう町水道事
業管理者　まんのう
町長

香川県仲
多度郡ま
んのう町吉
野４３００－
１１

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 2,787,100 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

102 香川用水土器川沿岸農業水利
事業　丸亀幹線水路改修（その
２）工事に伴う補償金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局香川用水土器
川沿岸農業水利事業所長　本
間　新哉

香川県丸亀市
飯山町川原
1114-1　飯山市
民総合センター
3Ｆ

H25.3.27 まんのう町水道事
業管理者　まんのう
町長

香川県仲
多度郡ま
んのう町吉
野４３００－
１１

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 2,852,100 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

103 香川用水土器川沿岸農業水利
事業　天川導水路改修（その
２）工事に伴う補償金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局香川用水土器
川沿岸農業水利事業所長　本
間　新哉

香川県丸亀市
飯山町川原
1114-1　飯山市
民総合センター
3Ｆ

H25.3.27 まんのう町水道事
業管理者　まんのう
町長

香川県仲
多度郡ま
んのう町吉
野４３００－
１１

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 2,409,000 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

104 香川用水土器川沿岸農業水利
事業　天川導水路改修（その
２）工事に伴う補償金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局香川用水土器
川沿岸農業水利事業所長　本
間　新哉

香川県丸亀市
飯山町川原
1114-1　飯山市
民総合センター
3Ｆ

H25.3.27 有限会社鎌田牧場 香川県仲
多度郡ま
んのう町炭
所西２７８２
番地１

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 2,897,850 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

105 香川用水農業水利事業　和田
支線水路改修（その４）工事に
伴う補償金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局香川用水土器
川沿岸農業水利事業所長　本
間　新哉

香川県丸亀市
飯山町川原
1114-1　飯山市
民総合センター
3Ｆ

H25.3.27 観音寺市水道事業
観音寺市長

香川県観
音寺市茂
木町５丁目
４番３７号

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 2,539,900 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

106 香川用水農業水利事業　東部
幹線水路春日川サイホン改修
工事に伴う補償金

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局香川用水土器
川沿岸農業水利事業所長　本
間　新哉

香川県丸亀市
飯山町川原
1114-1　飯山市
民総合センター
3Ｆ

H25.3.28 西日本電信電話株
式会社

香川県高
松市観光
通一丁目８
番地２

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 2,116,000 － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

107 斐伊川沿岸農業水利事業　右
岸導水路工事等に係る水道施
設移転補償

分任支出負担行為担当官　中
国四国農政局斐伊川沿岸農
業水利事業所長　宗岡　一正

島根県出雲市
斐川町荘原１０
５

H25.3.29 斐川宍道水道企業
団

島根県出
雲市斐川
町上庄原１
７４９－１

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ 3,149,000 － － 事業に係る水道設備移転補償であり、場所
及び相手方が特定されるものであるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

108 筑後川下流左岸農地防災事業
昭代5号線(南浜武工区)工事に
伴う電気工作物移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.2.1 九州電力株式会社
大牟田営業所

福岡県大
牟田市不
知火町2-
9-20

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

1,995,431 1,995,431 100.0% － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

109 筑後川下流左岸農地防災事業
昭代5号線(南浜武その2工区)
工事に伴う電気工作物移設補
償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.2.1 九州電力株式会社
大牟田営業所

福岡県大
牟田市不
知火町2-
9-20

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

1,419,354 1,419,354 100.0% － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

110 筑後川下流左岸農地防災事業
中木室1号線(蛭池工区)工事に
伴う電気通信設備移転等工事
補償
電気通信設備移設　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.2.1 西日本電信電話株
式会社　福岡支店

福岡県福
岡市博多
区博多駅
東3-2-28

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

2,923,369 2,923,369 100.0% － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－
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111 筑後川下流左岸農地防災事業
昭代1号線(奥牟田西工区)工事
に伴う有線放送設備移設等工
事補償
有線放送設備移設　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.2.8 大木町 福岡県三
潴郡大木
町大字八
町牟田
255-1

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

2,397,150 2,397,150 100.0% － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

112 筑後川下流左岸農地防災事業
昭代1号線(島田工区)工事に伴
う電気工作物移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.2.8 九州電力株式会社
福岡お客さまセン
ター八女営業所

福岡県八
女市本町
字矢原町
東裏467

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

1,610,864 1,610,864 100.0% － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

113 筑後川下流左岸農地防災事業
昭代1号線(奥牟田西工区)工事
に伴う電気工作物移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.2.8 九州電力株式会社
福岡お客さまセン
ター八女営業所

福岡県八
女市本町
字矢原町
東裏467

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

3,302,348 3,302,348 100.0% － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

114 筑後川下流左岸農地防災事業
田川城島3号線(下青木工区)工
事に伴う電気工作物移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.2.12 九州電力株式会社
福岡お客さまセン
ター久留米営業所

福岡県久
留米市原
古賀町30-
6

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

1,214,875 1,214,875 100.0% － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

115 筑後川下流左岸農地防災事業
中木室2号線(新平田橋下流工
区)工事に伴う電気工作物移設
補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.2.13 九州電力株式会社
福岡お客さまセン
ター久留米営業所

福岡県久
留米市原
古賀町30-
6

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

1,654,000 1,654,000 100.0% － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

116 筑後川下流左岸農地防災事業
田川城島3号線(西青木工区)工
事に伴う電気工作物移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.2.14 九州電力株式会社
福岡お客さまセン
ター久留米営業所

福岡県久
留米市原
古賀町30-
6

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

1,229,391 1,229,391 100.0% － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

117 筑後川下流白石平野(二期)農
業水利事業山脚導水路工事に
伴う損失補償金
H25.3.5～H25.3.7

分任支出負担行為担当官 九
州農政局筑後川下流白石平
野農業水利事業所長 尾川幸
彦

佐賀県杵島郡
白石町大字東
郷1612-3

H25.3.5 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり契約相手方が特定され
るため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

118 長崎地域センターDominoサー
バ障害復旧作業

支出負担行為担当官　九州農
政局長　吉村馨

熊本県熊本市
西区春日2-10-
1

H25.3.8 日本電気株式会社
熊本支店

熊本県熊
本市中央
区水道町
8-6

会計法第２９条の３
第４項（緊急随意契
約）、予算決算及び
会計令第102条の４
第３号

3,109,890 3,109,890 100.0% － Notesシステムの再構築や関連サーバ保守
業者との連携を図り、本作業を確実かつ迅
速に実施することができるのは、現在の
Notesシステムを設計・構築した日本電気
(株)のみであり、システムの設計・構築を把
握していない他社では出来なかったため。
また、Noteシステム障害発生の間は、応急
的な処置として他センター分の災害用アド
レスを使用していたため、早期に復旧する
必要があった。

③ｲ －

119 福富海岸保全事業正面堤防潮
遊池（№52～№57）改修工事に
伴う電気工作物移転等補償金
H25.3.11～H25.3.25

分任支出負担行為担当官　九
州農政局有明海岸保全事業
所長　佐伯　和英

佐賀県佐賀市
城内2-10-20

H25.3.11 九州電力株式会社
武雄営業所

佐賀県武
雄市武雄
町大字昭
和776

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

1,030,903 1,030,903 100.0% － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり契約相手方が特定され
るため

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

120 筑後川下流白石平野(一期)農
業水利事業佐賀西部導水路白
石線(その1)工事に係る事業損
失補償金
H25.3.12～H25.3.22

分任支出負担行為担当官 九
州農政局筑後川下流白石平
野農業水利事業所長 尾川幸
彦

佐賀県杵島郡
白石町大字東
郷1612-3

H25.3.12 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり契約相手方が特定され
るため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－
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121 筑後川下流白石平野(一期)農
業水利事業佐賀西部導水路白
石線(その1)工事に係る事業損
失補償金
H25.3.12～H25.3.22

分任支出負担行為担当官 九
州農政局筑後川下流白石平
野農業水利事業所長 尾川幸
彦

佐賀県杵島郡
白石町大字東
郷1612-3

H25.3.12 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり契約相手方が特定され
るため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

122 筑後川下流白石平野農業水利
事業に伴う行政需要費
H24.4.1～H25.2.28

分任支出負担行為担当官 九
州農政局筑後川下流白石平
野農業水利事業所長 尾川幸
彦

佐賀県杵島郡
白石町大字東
郷1612-3

H25.3.13 白石町 佐賀県杵
島郡白石
町大字福
田1247-1

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

2,255,000 2,255,000 100.0% － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり契約相手方が特定され
るため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

123 筑後川下流白石平野農業水利
事業に伴う行政需要費
H24.4.1～H25.2.28

分任支出負担行為担当官 九
州農政局筑後川下流白石平
野農業水利事業所長 尾川幸
彦

佐賀県杵島郡
白石町大字東
郷1612-3

H25.3.13 江北町 佐賀県杵
島郡江北
町大字山
口1651-1

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

1,382,400 1,382,400 100.0% － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり契約相手方が特定され
るため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

124 筑後川下流白石平野農業水利
事業に伴う行政需要費
H24.4.1～H25.2.28

分任支出負担行為担当官 九
州農政局筑後川下流白石平
野農業水利事業所長 尾川幸
彦

佐賀県杵島郡
白石町大字東
郷1612-3

H25.3.13 大町町 佐賀県杵
島郡大町
町大字大
町5017

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

1,404,000 1,404,000 100.0% － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり契約相手方が特定され
るため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

125 筑後川下流左岸農地防災事業
下久末線(六合工区)工事に伴
う事業損失補償
建物等事業損失　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.3.13 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

126 筑後川下流左岸農地防災事業
田川城島4号線(鐘ヶ江工区)工
事に伴う事業損失補償
建物等事業損失　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.3.13 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

127 筑後川下流左岸農地防災事業
大溝線(上白垣工区)工事に伴
う事業損失補償
建物等事業損失　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.3.13 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

128 筑後川下流左岸農地防災事業
下久末線(六合工区)工事に伴
う事業損失補償
建物等事業損失　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.3.13 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

129 肝属中部（一期）農業水利事業
警報局舎設置工事に係る立木
補償金
立木移植補償他
一式

分任支出負担行為担当官 九
州農政局肝属中部農業水利
事業所長 川端正一

鹿児島県鹿屋
市新川町597

H25.3.15 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり契約相手方が特定され
るため

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

130 筑後川下流左岸農地防災事業
下久末線(皿垣開工区)工事に
伴う事業損失補償
建物等事業損失　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.3.19 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－
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131 筑後川下流左岸農地防災事業
下久末線(皿垣開工区)工事に
伴う事業損失補償
建物等事業損失　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.3.19 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

132 筑後川下流左岸農地防災事業
下久末線(皿垣開工区)工事に
伴う事業損失補償
建物等事業損失　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.3.19 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

133 筑後川下流左岸農地防災事業
下久末線(皿垣開工区)工事に
伴う事業損失補償
建物等事業損失　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.3.19 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

134 筑後川下流左岸農地防災事業
下久末線(皿垣開工区)工事に
伴う事業損失補償
建物等事業損失　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.3.19 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

135 尾鈴農業水利事業登口幹線用
水路撤去他工事に係る費用負
担補償
井戸新設一式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局尾鈴農業水利事業
所長　八木正広

宮崎県児湯郡
川南町大字川
南19403-4

H25.3.22 個人情報非公表 － 会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり契約の相手方が特定さ
れるため

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

136 筑後川下流左岸農地防災事業
下久末線(皿垣開工区)工事に
伴う事業損失補償
建物等事業損失　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.3.25 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

137 筑後川下流左岸農地防災事業
下久末線(皿垣開工区)工事に
伴う事業損失補償
建物等事業損失　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.3.25 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

138 筑後川下流左岸農地防災事業
下久末線(皿垣開工区)工事に
伴う事業損失補償
建物等事業損失　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.3.25 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－

139 筑後川下流左岸農地防災事業
下久末線(皿垣開工区)工事に
伴う事業損失補償
建物等事業損失　1式

分任支出負担行為担当官　九
州農政局筑後川下流左岸農
地防災事業所長　渡辺博之

福岡県久留米
市津福今町
472-31

H25.3.25 個人情報非公表 個人情報
非公表

会計法第２９条の３
第４項（用地補償）

－ － － － 公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定
されるため。

①ﾛに準ずると認められ
るもの(財務省に個別に
協議し認められたもの)

－
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140 川内森林事務所解体撤去工事
外
（福島県双葉郡河内村）
平成25年2月13日～平成25年3
月15日
解体撤去工事及び除染作業一
式

分任支出負担行為担当官
磐城森林管理署長
安室正彦

福島県いわき
市四倉町字東
2-170-1

H25.2.13 丸川建設株式会社 福島県双
葉郡川内
村下川内
字町尻1

会計法第２９条の３
第４項（緊急随意契
約）

5,185,600 5,124,000 98.8% － 解体工事と除染の作業であり、除染作業に
ついては市町村が策定した除染計画に基
づき実施するもので、除染と建設一連の作
業が可能な事業体と早期に契約する必要
があるため。

③ｲ －

141 西階営林アパート公務員宿舎
外壁改修工事
宮崎県延岡市
平成25年1月16日～平成25年3
月15日
建築工事

分任支出負担行為担当官
宮崎北部森林管理署長
堀幸夫

宮崎県日向市
日知屋17371-1

H25.1.15 株式会社内山建設 宮崎県日
向市大字
財光寺
1360-1

会計法第２９条の３
第４項（緊急随意契
約）

5,362,350 4,305,000 80.2% － 経年劣化によりアパート外壁の一部が剥離
落下し、今後更に剥離落下するおそれがあ
ることが判明した。アパート脇には通学路が
あり、中学生等の通行者及び入居者に危険
をおよぼすことから早急に改修工事するも
の。

③ｲ －

142 千歳地区防風林越境木枝払い
処理業務
枝払い処理一式

分任支出負担行為担当官
石狩森林管理署長
山本　哲也

札幌市中央区
南9条西23丁目
1-10

H25.1.31 堀川林業株式会社 三笠市西
桂沢411

会計法第２９条の３
第４項（緊急随意契
約）

－ 1,029,000 － － 以前より処理要望のあった越境した枝につ
いて、暴風雪により折損した枝が落下し住
宅に被害を及ぼす危険性があり、早急に処
理する必要があったため

③ｲ －

143 国家賠償請求事件に係る行政
庁意見書作成外
一式

支出負担行為担当官
四国森林管理局長
新木雅之

高知県高知市
丸ノ内1-3-30

H25.1.17 高田法律事務所 東京都千
代田区有
楽町1-9-4

会計法第２９条の３
第４項（特定情報）

－ 1,000,000 － － 本件訴訟は、国有林林道の管理責任が問
われれているものであり、判決は国の管理
責任が問われる他の類似事故等にも影響
するものであること。

裁判における行政庁意見書の作成には、高
度の法律的・専門的知識を有すると共に、
国有林野事業における訴訟において実務
経験の豊富な者の判断が不可欠であるた
め、過去に同様の訴訟案件の対応経験が
あり、国有林野事業の内容に精通しており,
迅速かつ的確に対応できる唯一の者である
林野庁顧問弁護士（平成２４年度）を契約相
手方とした。

－ －


